
行政経営マネジメントの仕組み（プロセスの改革）

第２回経営者会議（H15.7.8）提出分

①戦略的経営

予算編成
②機能分担 ①ミッション確認　　　　　②「業務」等確認

③財源確認　　　　　　 ④査定
政策目的別
経営資源配分
　（ミッション
　　　　管理）

庁内二次・三次評価（事前〈優先順位〉）
部等内評価（事前）　優先順位付け

現行運営体制における長所・短所
　継続・新規採択 　　全庁的事務改善実施

＜長所＞
 ・同じ視点で事業等の全庁管理（採択・査定・進行管理等）が可能 目標の明確化 　　部課等
 ・指示等の発信元がはっきりしていて、全庁で共通している
 ・各課等は「計画」と「執行」に労力を集中できる

　　　　プロセス改善
＜短所＞
 ・部等内の政策形成機能や執行における調整機能が小さい

（トップマネジメントの方針を受けて計画）
 ・事業個別の視点に陥りやすく、大局的でない

庁内二次・三次評価（事後）
ミッション設定

①基本計画の確認 ②優先度確認 部等内評価（事後）
 ・部等ごとに斬新で意欲的な取り組みがされ難い ③部等間の確認 ④目標値の設定

⑤調整

ミッション策定における部等内調整
 ・事後評価結果に基づいた内容であること

経営の意思決定  ・政策目的別の経営資源配分方向性を念頭に
①政策形成 入れた設定とし、実施計画外の「業務」について Ａ　課 Ｂ　課
②事業立案 も内容を精査すること
③経営資源配分 事業企画における部等内調整
④仕事の進め方  ・事前評価結果及びミッションに基づいた内容

 であること 業務棚卸
 ・「業務」について見直しを行っていること

各課等事業計画検討

Ｂ　課Ａ　課

施策段階妥
当性・有効性
評価

予算・人員等
経営資源の
投入量決定

各課等成果・効率性分析（前年度）

有効性・妥当性
視点検証
（継続・廃止）

効率性等
改善視点検証

　　　　業務及び業務

未採択
（廃止）

財政見通し

実施計画・予算等による統制

（各部等における政
策立案・調整機能の
強化）→全事業の細
部「査定」から脱却

外部評価・パ
ブリックコメン
ト

＜企画調整部＞
実施計画策定・
人員配置決定

＜財務部＞
全事務事業予算査定

政策目的
体系管理

政策・施策
の見直し

施策の優先度・
ウェイト付け

新しい行政経営（ＳＴＥＰ１）

経営資源の配分が
企画調整部と財務
部で調整される

全庁での政策調整
機能が十分でなく、
部等内の事務事業
の選択機能も薄い

＜各部課等＞
事務事業の計画・執行

事業の採択は主に
企画調整部と財務
部で調整される

戦略ビジョンづくり、
施策間のウェイト付
け・優先度

策定における部等の責任と権限を明確にしていく

従来

予算編成における部等の責任と権限を明確
にしていく

トップマネジメント（具体的戦略構築）

執行の改善、業務プ
ロセスの改善、事業
の取捨選択

③業績・成果による
統制

行政評価を導入した
新しい行政経営（マ
ネジメント）へ移行

 ・特定部局での集中調整機能には、量的な問題等で限界があり、
同時にトップマネジメント（戦略構築）に手がかけられない

 ・ますます財政状況が厳しくなる中で、複雑多様化する市民
ニーズへの適切な対応をとるためには不十分である

 ・経営資源の配分が必ずしも全て適正とは言えない（執行セク
ションと経営資源の配分セクションが分断→事業量と経営資源の
アンマッチ、事業の執行実態が改善に反映され難い仕組み）


